
一般社団法人日本歯科医学会連合
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ  資産の部
１．流動資産

現金預金 11,603,479 4,257,139 7,346,340
前払費用 548,324 547,064 1,260

流動資産合計 12,151,803 4,804,203 7,347,600
２．固定資産
(2) 特定資産

特別事業積立金 3,439,261 3,433,268 5,993
退職給付引当特定資産 630,000 0 630,000

特定資産合計 4,069,261 3,433,268 635,993
(3) その他固定資産

建物付属設備 235,836 303,048 △ 67,212
什器備品 0 142,638 △ 142,638
商標権 219,972 265,536 △ 45,564
ソフトウェア 1,030,036 1,982,768 △ 952,732
敷金 2,722,560 2,722,560 0

その他固定資産合計 4,208,404 5,416,550 △ 1,208,146
固定資産合計 8,277,665 8,849,818 △ 572,153
資産合計 20,429,468 13,654,021 6,775,447

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

未払金 289,995 353,869 △ 63,874
預り金 162,186 182,347 △ 20,161
未払法人税等 70,000 70,000 0

流動負債合計 522,181 606,216 △ 84,035
負債合計 522,181 606,216 △ 84,035

Ⅲ  正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
２．一般正味財産 19,907,287 13,047,805 6,859,482

（うち特定資産への充当額） 4,069,261 3,433,268 635,993
正味財産合計 19,907,287 13,047,805 6,859,482
負債及び正味財産合計 20,429,468 13,654,021 6,775,447

貸借対照表

令和 8年 3月31日現在



一般社団法人日本歯科医学会連合
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部
(1) 経常収益

特定資産運用益 5,993 1,610 4,383
特別事業積立金受取利息 5,993 1,610 4,383

受取会費 37,435,600 36,790,200 645,400
正会員受取会費 30,574,200 30,033,600 540,600
準会員受取利息 3,661,400 3,556,600 104,800
賛助会員受取会費 3,200,000 3,200,000 0

事業収益 0 88,000 △ 88,000
雑収益 1,149,139 14,385 1,134,754

受取利息 39,279 8,775 30,504
その他の雑収益 1,109,860 5,610 1,104,250

経常収益計 38,590,732 36,894,195 1,696,537
(2) 経常費用

事業費 24,119,203 28,195,863 △ 4,076,660
将来構想推進事業費 351,900 244,777 107,123
政策連携渉外関連事業費 240,000 900,000 △ 660,000
医療職連携関連事業費 134,844 195,244 △ 60,400
企画広報関連事業費 64,971 66,641 △ 1,670
大型研究推進関連事業費 0 507,982 △ 507,982
国際活動関連事業費 157,117 360,216 △ 203,099
医療安全関連事業費 33,410 33,410 0
臨床研究法関連事業費 205,700 90,209 115,491
日本医療安全調査機構会費 200,000 200,000 0
日本歯科専門医機構会費 300,000 300,000 0
日本医工ものづくりコモンズ会費 50,000 50,000 0
役員報酬 2,748,556 3,037,398 △ 288,842
給料手当 6,993,721 8,499,115 △ 1,505,394
法定福利費 1,190,477 1,554,318 △ 363,841
旅費交通費 459,152 883,496 △ 424,344
会議費 521,002 453,520 67,482
賃借料 5,390,669 5,839,891 △ 449,222
通信費 341,259 319,830 21,429
消耗品費 177,222 149,986 27,236
リース料 116,424 116,424 0
光熱水料費 443,266 475,389 △ 32,123
寄付金 50,000 50,000 0
減価償却費 1,140,934 1,190,600 △ 49,666
出版事業費 2,008,579 2,277,417 △ 268,838
研究助成金 800,000 400,000 400,000

管理費 7,612,047 8,098,087 △ 486,040
役員報酬 1,177,952 1,301,742 △ 123,790
給料手当 1,748,430 2,124,779 △ 376,349
法定福利費 297,619 388,580 △ 90,961
旅費交通費 114,788 220,874 △ 106,086
会議費 868,554 977,974 △ 109,420
賃借料 598,963 648,877 △ 49,914
通信費 37,918 35,537 2,381
消耗品費 44,305 37,496 6,809
リース料 12,936 12,936 0
光熱水料費 49,252 52,821 △ 3,569
業務委託費 2,012,640 1,817,119 195,521
印刷費 47,916 6,600 41,316
租税公課 82,691 80,831 1,860
保険料 55,532 47,488 8,044
支払手数料 238,629 252,313 △ 13,684
雑費 20,250 24,908 △ 4,658
減価償却費 67,212 67,212 0
広報費 33,000 0 33,000
渉外費 103,460 0 103,460

経常費用計 31,731,250 36,293,950 △ 4,562,700
評価損益等調整前当期経常増減額 6,859,482 600,245 6,259,237
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 6,859,482 600,245 6,259,237

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 6,859,482 600,245 6,259,237
一般正味財産期首残高 13,047,805 12,447,560 600,245
一般正味財産期末残高 19,907,287 13,047,805 6,859,482

Ⅱ  指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 19,907,287 13,047,805 6,859,482

正味財産増減計算書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで



合　　　　　　計 6,590,538 5,104,694 1,485,844

財務諸表に対する注記

商標権 455,646 235,674 219,972
ソフトウェア 4,763,660 3,733,624 1,030,036

建物付属設備 706,320 470,484 235,836
什器備品 664,912 664,912 0

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円) 
科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

小　　　　　　計 4,069,261 (4,069,261)
合　　　　　　計 4,069,261 (4,069,261)

特別事業積立金 3,439,261 (3,439,261)
退職給付引当特定資産 630,000 (630,000)

対応する額）
特定資産

３．特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円) 

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に
産からの充当額） 産からの充当額）

合　　　　　　計 3,433,268 635,993 0 4,069,261

退職給付引当特定資産 0 630,000 0 630,000
小　　　　　　計 3,433,268 635,993 0 4,069,261

特定資産
特別事業積立金 3,433,268 5,993 0 3,439,261

２．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円) 
科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（３）消費税等の会計処理

　　　　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日内閣府公益認定当委員会）を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　建物付属設備…定額法によっている。

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

一般社団法人日本歯科医学会連合

１．重要な会計方針
（１）採用する会計基準

　　　　什器備品…定額法によっている。
　　　　商標権…定額法によっている。
　　　　ソフトウェア…定額法によっている。
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